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1　はじめに
近年，国土交通省は，i-Construction の政策

を掲げ，「現場作業の高度化・効率化による工事
日数の削減」「ICT の導入による省人化」により
2025 年までに建設業の生産性 2 割向上を目標
として示している 1）。この目標を達成するために，
AI，IoT，VR/AR/MR，クラウド，量子コンピュー
ティングなどの Emerging Technology を活用
したツールやシステムの開発・試行が積極的に進
められている。こういった取り組みが急速に進展
する DX の時代では，建設施工現場の情報も比較
的容易に収集・解析・可視化が可能になりつつあ
り，情報を生産プロセスにおいていかに効率よく
活用するかについて，様々な議論がなされている。

この議論の論点の一つとして，次世代のインフ
ラ分野の生産プロセスを支える基盤システムの構
築が挙げられる。この基盤を効率よく開発・運用
するためには協調領域と呼ばれる領域の研究開発
が必要になる。本稿では，特に建設施工段階に着
目し，協調領域に関連する筆者の考えや取り組み
を含めて紹介する。

紹介するにあたり，まず，協調領域とは何かにつ
いて他産業の事例を踏まえ明らかにすることを試み

る。この上で，具体的に建設施工段階の協調領域の
必要性を検討する（2 章）。次に，東京大学大学院
工学系研究科 i-Construction システム学寄付講
座 2）にて研究開発を進めるブロックチェーンとス
マートコントラクトを活用した基盤システムについ
て協調領域の一例として紹介する（3 章）。最後に
まとめと今後の取り組み内容について述べる（4章）。

2　協調領域について
2.1　協調領域とは

本稿で取上げる協調領域は，建設産業だけでな
く他産業においても，その取り組みが推進されて
いる。例えば，自動車産業においては協調領域を
10 分野に特定し検討を進めている 3）。自動車産
業では，各企業が単独で開発するにはリソース
的，技術的に難しい内容を協調領域で補い，自動
運転サービスの国際競争力強化を図っている。ま
た米国を中心とした IT 企業では，経営戦略の一
つとしてオープン・クローズド戦略をとってい
る 4）5）。この戦略では，自社の競争優位性を維持
し続けるために，技術・製品の中で何をオープン
に，何をクローズドにするかを検討している 6）。
こういった事例から企業戦略においても協調領域
に近しい内容が検討されていることが分かる。
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このように様々な観点からの取り組みがある中
で，「協調領域」を定義することは難しいが，筆
者は協調領域について「関係者で協調し，共有・
活用するデータやシステム及び仕組み」を指すと
理解している。また，対義語は競争領域であり，
こちらについては「各プレイヤーが開発する個別
の要素技術（アプリケーション）」と捉えている。

2.2　協調領域の対象範囲の具体例とその効果
ここでは，協調領域の対象として捉え得る

「データ，システム，仕組み」について，図1に
示す他分野の具体例を中心に，対象範囲と協調領
域として扱うことによる効果を整理する。

まずデータの観点では，機械学習の分野におい
て学習用のデータセットがオープンデータとして
公開されている 7）。これにより，Deep Learning
を行う際の教師データの収集・作成の手間が減る
ため比較的容易に Deep Learning を活用した
サービスや研究を行うことが可能になっている。

次にシステムの観点では，例えば農業分野にお
いて，ICT サービスを提供する民間企業の協調領
域として WAGRI が構築されている 8）。WAGRI
は農業データの連携基盤として整備されており，
この基盤を通じてデータを取得し新たな農業関連
サービスが開発されることが期待されている。

次 に 仕 組 み の 観 点 で，PC（Personal 
Computer）向けの OS（Operating System）
の OSS（Open Source Software）として有名な
Linux について概説する。Linux では，ソースコー
ドがオープンであるだけでなく，不特定多数の個人
が開発に関与可能な「バザール型開発」をとってお
り，その開発プロセス自体がオープンであることが
特徴である 9）。この開発プロセスを維持するために，
ソースコードを管理するためのツール「Git」10）

が誕生した。Git により不特定多数の個人が開発
に参加することが可能となり，関与する開発者の
コミュニティが形成されている。さらに，別のプ

図1　協調領域の対象範囲の例とその具体例

ロジェクトにおいて OSS のソフトウェアライセ
ンスとして GNU GPL（GNU General Public 
License） 11）が検討され，誰でも OSS を自由に利
用・改変・再配布できる環境も整備されている。
この事例から，協調領域においてはシステム及び
組み込まれたソースコードをオープンにするだけ
でなく，協調するための仕組み（例：ツール，コミュ
ニティ，ライセンス）が必要となることが分かる。

2.3　建設施工段階での協調領域の必要性
ここでは，協調領域の必要性についてサプライ

チェーンの観点から議論する。協調領域の必要性
は多方面から議論することが可能であり，ここで
の議論は一例として捉えられたい。

建設施工段階のサプライチェーンは，図2に
示す通り，発注者から工事を請負った元請を基点
に下請負契約を結ぶ専門工事会社や，売買契約を
結ぶ材料供給会社など様々な企業によって重層下
請構造が形成されることが多い。

このサプライチェーンにおける生産プロセスの
一つとして施工成果物に対する検査・支払があげ
られる。工事検査には，「公共工事の品質確保の
促進に関する法律（品確法）」第 6 条第 1 項に基
づく工事中及び完成時の施工状況の確認及び評価
を目的とする技術検査と，「会計法」第 29 条の
11 第 2 項に規定された工事の請負契約について
の給付の完了を確認するための検査がある。この
技術検査及び給付の検査には出来形の検査，品質
の検査が含まれ 12），こういった検査には監督職
員の立会により，規格値に適合しているかを判断
する臨場検査が含まれる。

臨場検査は公共工事において重要なプロセスで
ある一方で，この実施には，受注者は検査のための
書類作成，現場での検査準備の負担が，また発注者
は現場へ赴き実物を確認する負担がかかっている。

図2　サプライチェーンの一例



6

技術士 2022.9

この受発注者間に跨る生産プロセスの生産性向
上は，発注者または受注者単独で解決することが
難しく，まさに協調領域の取り組みが求められる。

3　建設施工段階の協調領域の基盤システム
3.1　基盤システムの研究開発事例

ここでは建設施工段階の基盤システムの例とし
て，筆者らが研究開発を進めるブロックチェーン
とスマートコントラクトを活用した基盤システム
を紹介する。なお，研究開発の詳細については参
考文献 13）-15）を参照されたい。

ブロックチェーン技術とは，保存データの耐改
ざん性を担保する特徴を有し，さらにスマートコ
ントラクトを活用することによって契約条件や検
査・査定結果といった契約の履行状況を適切にト
レース可能となる。これらの技術を適用した基盤
システムを開発することにより，品質・出来形検
査の臨場検査の省略や出来高査定と組み合わせた
既済部分検査の合理化や支払いの自動化の実現を
目指すことが可能となる。そこで本研究開発の目
的としては，「目的 1：ブロックチェーンとスマー
トコントラクトを用いた公共工事の契約情報及び
出来形・出来高情報管理システムの提案」と，「目
的 2：プロトタイプを開発し，システムの有効性
を実証」を設定した。

目的 1 に対して，検査の合理化については，
施工管理情報を直接，検査情報として活用可能と
するためにブロックチェーンを活用した情報の信
憑性担保の仕組みを考案した。次に支払の自動化
については，契約条件や契約履行情報の管理機能
を考案した。

目的 2 に対しては，基盤システム以外に施工
管理情報，設計情報，契約情報の入力に必要な
WebAPI や改ざん確認，出来形確認，出来高確
認，支払金額の確認に必要なシステムを準備し，
検査や支払の実行が可能なプロトタイプを開発し
た。このシステム構成を図3に示す。

このプロトタイプを活用し，「検証項目 1：施工
管理情報の改ざん確認をしたうえで品質・出来形
検査の実施が可能であること」と，「検証項目 2：
出来高査定の結果に基づいて契約条件や契約履行

状況をトレースし，支払金額の自動算出が可能と
なり支払の実行が可能であること」を検証した。
検証は 2 カ所の土工事現場において実施した。

本研究の意義としては，開発したシステムを用い
ることにより，公共土木工事のサプライチェーンに
おける検査や支払いの手続きの合理化が図られ，
約 30 億円程度（国土交通省関東地方整備局対象
工事）の効率性向上効果を期待できるだけでなく，
公共工事の品質の信頼性が向上することに繋がる。

3.2　出来形管理を対象とした情報共有システム
基盤システムが実装され，臨場検査が省略可能

となったとしても，規格値に適合しているか確認
する書面検査は実施する必要がある。この書面検
査を合理的かつ効率的に実施するための BIM/
CIM を前提とした情報共有システムの研究開発
もあわせて進めている。

現在，筆者らはICT土工の出来形管理を対象に，
各種情報（設計情報，点群情報，出来形情報）の
アップロード・閲覧機能，施工誤差の解析機能，
検査依頼機能，検査受付機能，検査承認機能を具

図3　プロトタイプのシステム構成

図4　プロトタイプのユーザーインターフェース
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備したプロトタイプを開発している。なお，この
システムは 3.1 で紹介した基盤システムとシス
テム間連携しており現場から収集した情報の信憑
性も担保されているほか，契約条件に対する契約
の履行状況を管理することができる。

4　おわりに
4.1　まとめ

本稿では，協調領域とは何かについて明らかにす
ることに試みたうえで，建設施工段階における協調
領域の事例を筆者の経験をもとに記述した。協調
領域は関係者で協調し，進めることが重要であるた
め今後，建設会社だけでなく，メーカー，ソフトウェ
アベンダー，ベンチャーなどといった様々な主体
が，本取り組みに参画されることを期待したい。

4.2　今後の取り組み
2022 年 3 月30日に東京大学 i-Construction

システム学寄付講座主催で協調領域検討会設立記
念シンポジウムが開催された。本稿で紹介した協
調領域の取り組みについても，今後，協調領域検
討会や日本建設業連合会の協力のもと社会実装に
向けた取り組みを推進する。さらに，ブロック
チェーン技術の建設産業への導入を検討するため
に土木学会建設マネジメント委員会のもとにブ
ロックチェーン技術活用検討小委員会を設置し，
2022 年 7 月から活動を開始している。

また，研究開発では，他工種への拡張やデバイ
スとアプリケーション間の連携を容易に可能とする
データ・システム連携基盤の開発を進める 16）。さ
らに 2 章で述べた通り，協調領域はシステム以外
にデータや仕組みなどの検討項目もあるため，こ
ういった内容についても研究を継続的に行いたい。
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